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ニッポンの

各界の最前線で活躍する
オピニオンリーダーに
IT業界復活のヒントを聞く

第49回
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「NEWS ZERO」（日本テレビ系列）のメーンキャスターを12年務めた村尾信尚さん。現在は関西学院
大学教授として学生たちを教えるほか、セミナーや講演活動も精力的に行っている。2019年2月6日
には、大塚商会の『実践ソリューションフェア2019』で行われたパートナー様限定セミナーにも登壇さ
れた。日本と世界の動きをマクロ視点でとらえつつ、ニュースの現場で磨いた肌感覚をもとにさまざ
まな問題をわかりやすく伝える村尾さんにビジネスにおけるマクロ視点の大切さについて聞いた。

マクロ視点に興味を持つ人ほど
中長期的にはビジネスで勝利する
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不公平さへの憤りが 
世の中を不安定にする
BP：大塚商会の『実践ソリューションフェ
ア2019』では、初日に村尾さんのセミ
ナーを開催しました。フェアに参加され
たご感想はいかがでしたか？
村尾信尚氏（以下、村尾氏）：今回初めて
参加させていただいたのですが、まず
来場人数の多さに驚きました。IT関連
のプライベートフェアとしては日本最
大級の規模だそうですね。
　もう一つ驚いたのは、大塚商会さん
が非常に幅広い製品やサービスを提
供しておられるということです。
　セミナーにも、大変多くの方にご
参加いただき、とてもうれしく思って

います。わたしは、大学教授として
若い学生たちに講義を行っているほ
か、企業の皆さまや一般の方々を対
象とするセミナー、講演会で年20回
ほど話をしています。学生や一般の
方々と、ビジネスに携わっている方々
とでは、話を聞く姿勢にも違いを感じ
ますね。
　特に企業の皆様は、ただ知識や教養
として何かを学ぶのではなく、「明日の
営業がどうなるか？」という切羽詰まっ
た思いで答えを求めに来られている
方々ばかりですから、熱心さには格段
の違いがあります。
　講演テーマは『「 岐路に立つ日本 」

～世界を見る視点～』という、どちら
かと言えばマクロ視点に立った内容

でしたが、普段ミクロレベルでビジ
ネスに取り組んでおられる方々にも
熱心に耳を傾けていただけたのは、
非常にありがたいことだと思ってい
ます。

BP：ミクロの仕事に取り組んでいても、
常日頃からマクロの視点で物事を捉え
る必要がある、というのが村尾さんの
お考えだそうですね。
村尾氏：例えば、格差や気候変動といっ
た大きな問題は、ビジネスに直接結び
付くものではないと考える方もおられ
るようですが、これらの問題によって生
じる世の中の変化は、必ずビジネスに
も変化をもたらし、新たなチャンスを
生み出すものです。
　ですから、マクロの視点に興味を持

つビジネスパーソンほど、長期的には
ミクロのビジネスでも勝利できるので
はないかと思います。

BP：セミナーでは、いろいろと示唆に富
んだお話をうかがいましたが、なかでも
印象に残ったのは、「世の中が同じレベ
ルの人たちばかりなら情勢不安は生ま
れないが、格差が広がると情勢不安に
なる」という言葉でした。
村尾氏：格差については「足らざるより
も等しからざるを憂う」という言葉があ
ります。どんなに貧しくても、すべての
人が貧しければ争いごとは起こらない
けれど、ある特定の人が合理的な理由
もないのに豊かな暮らしをすると、争
いの元になるという意味です。
　わたしたち人間は、不平等や不公平

によって格差が広がると、世の中に不
満が溜まり、やがて爆発するというこ
とを、これまでの歴史の中で何度も経
験してきました。
　わたしは2018年9月まで「NEWS 
ZERO 」のキャスターを務めました
が、2011年初めに中東と北アフリ
カで大規模な民主化運動が広がった

「アラブの春 」を現地取材したことが
あります。
　エジプトでは、約30年にわたって
独 裁 を 行ってきたム バ ラク政 権 が
崩壊しましたが、政権崩壊直後、首
都カイロ の 中 心 部 に あ るタハリー
ル 広 場 には 大 勢 の 若 者 が 集 結し、

「Justice（正義）」「Equality（平等）」

「Fai rness（公正）」と声高に叫びま

した。
　民主化運動の現場で取材すること
で、不平等や不公平がいかに混乱を
招き、それに反発する動きが世の中
を変える大きな力になるのかという
ことをこの目で確かめることができ
ました。
　国際通貨基金（IMF）は、世界が抱
える中期的な社会リスクの一つとして

「格差の拡大」を挙げていますが、言葉
で言われるだけでは、なかなか実感が
伴わないのではないかと思います。
　ですからわたしは、キャスターとして
これまで現場で経験してきた肌感覚を
お伝えすることで、できるだけ多くの
皆さんと、実感を伴う問題共有をでき
ればと思っています。

社会は、二つの“券”で変えられます。
一つは「投票用紙」、もう一つは「日銀券」。お金です。
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企業に求められる 
SDGsに沿った活動
BP：格差が問題であることはよく理解で
きますが、一方でビジネスは弱肉強食の
世界です。ひと握りの巨大企業が市場を
席巻し、ビジネスチャンスに格差が生ま
れている状況については、どのようにご
覧になっていますか？
村尾氏：ビジネスの世界においても、
ルールに基づいて公平な競争を行って
いるかどうかということが大切です。
　ルールに則った競争の中で、企業間に
大きな差が付いてしまうのは致し方のな
いことだと思います。
　しかし、差があまりにも広がって、特定
の企業が市場に与える影響力が大きく

なると、世の中やわたしたちに、さまざ
まな不利益がもたらされる可能性が高
まります。
　これは、国がある程度抑え込まなけれ
ばなりませんし、企業がもたらす不利益
や不公平については、わたしたち自身も
毅然と「ノー」と言えるようになることが
重要だと思います。
　わたしは大学の講義やセミナーなど
で、「社会を変えるには、2つの“券”を使
うことが必要」だと言っています。
　一つは「投票用紙」。つまり、選挙で世
の中をよくしてくれる政党や政治家を選
ぶための券です。
　もう一つは「日銀券」。つまりお金です。
言うまでもなく、お金は生きるためや人
生を楽しむために必要なものを買うため
の券ですが、「投票用紙」と同じように、何
かを“選ぶこと”にも使えるのです。
　その何かとは、「企業」です。
　わたしたちは、買い物という形で日銀
券を企業に渡します。日銀券をたくさん
もらった企業は、結果的に売り上げが伸
びて栄えます。つまり、わたしたちの消
費行動は、そのまま企業に対する応援
活動となるわけです。
　皆さんがどんな企業を応援するのか
によって、これからの世の中は大きく変
わっていきます。
　言い換えれば、日銀券を使った投票
行動によって、わたしたち自身が世の中
を変えていくことができるのです。

BP：ビジネスに携わる者としては、今後
の投票行動が気になるとことです。これ
からは、どんな企業が日銀券を投票さ
れるようになるのでしょうか。
村尾氏：一 つ の 動 きとして 注 目し
たいのがESG投資です。Eは「環境」

（Environment）、Sは「社会」（Social）、
Gは「ガバナンス」（Governance）の略

で、それぞれに責任を持った取り組みを
行っている企業に投資することをESG
投資と言います。
　近年はダイバーシティ（多様性）が企
業経営の大きな課題の一つとなってい
ますが、女性の管理職が多く、外国人材
も積極的に活用しているような企業は、
投資家としても応援したくなるはず。こ
れはESGのS（社会性のある取り組み）に
当たります。
　また、社外取締役を多く任命して、経
営に透明性を持たせるといった取り組
みは、G（ガバナンス向上）に当たるで
しょう。企業活動を通じて世の中をより
よくしていく。それを投資家が応援する
という好循環が生まれるのです。
　このESG投資の背景にあるのは、

「SDGs：Sustainable Development 
Goals」（持続可能な開発目標）です。
　SDGsとは、2015年9月の国連サミッ
トで採択された、「誰一人取り残さない」
持続可能で多様性と包摂性のある社
会を実現するための開発目標のことで、

「貧困をなくそう」「飢餓をゼロに」「す
べての人に健康と福祉を」「質の高い教
育をみんなに」など、17の目標で構成さ
れています。
　世界中の国・地域や民間企業が手を
取り合って、これらの目標を2030年ま
でに達成しようという取り組みです。
　わたしたちが今後、日銀券を使って企
業に投票するに当たっては、SDGsの達
成にしっかり取り組んでいるかどうかと
いうことが基準の一つになるのではな
いしょうか。
　SDGsには、「海の豊かさを守ろう」と
いう目標も含まれていますが、米大手
コーヒーチェーンのスターバックスは、
飲み物とともに提供していたプラスチッ
クストローを廃止すると発表しました。

◎ P r o f i l e

1955年岐阜県高山市生まれ。78年一橋大学経済
学部卒業後、大蔵省（現財務省）に入省。外務省在
ニューヨーク日本国総領事館副領事、三重県総務
部長、大蔵省主計局主計官、財務省理財局国債課
長、環境省総合環境政策局総務課長などを経て、
2002年退官。03年10月より関西学院大学教授。
06年10月～18年9月「NEWS ZERO」（日本テレ
ビ系列）メーンキャスターを務める。中央省庁・在
外公館・地方自治体勤務やNPO活動等での豊富
な経験を踏まえ、幅広いネットワークを形成しなが
ら、政策提言・教育研究・情報発信を行う。

関西学院大学 教授
NEWS ZERO

元メーンキャスター 
村 尾  信 尚 氏

N o b u t a k a  M u r a o
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使用された後、海に大量投棄されて海洋
汚染の元になっていたからです。
　そうした環境にやさしい活動を実践し
ていることを消費者が「いいね」と評価し
てくれれば、スターバックスに投票され
る日銀券は増え、ますます栄えるはずで
す。ただ、安くておいしいコーヒーを提
供するだけでは、消費者は付いてきてく
れません。
　大塚商会さんも、南米で植林事業を
展開し、育てた木でコピー用紙をつくる
活動を行っているそうですね。そうした
地球環境にやさしい取り組みは、消費
者から高く評価されるのではないかと
思います。

いまやっていることを 
一生懸命にやる
BP：少子・高齢化や、それに伴う人口減
少など、日本には、未来について悲観的
にならざるを得ないような課題が山積し
ています。村尾さんはどうご覧になって
いますか？
村尾氏：わたしも非常に心配しています。

「NEWS ZERO」のキャスターをする
までは、大蔵省（現財務省）で国の予算
を作る主計局主計官、国債の発行をつ
かさどる理財局国債課長などを務めた
ので、財政の危うさについてはよく理解
しているからです。
　格差や少子・高齢化、人口減少など
の課題は年々深刻化しているのに、世
界一の借金国であるがゆえに十分な対
応ができない。これが日本の抱える大
きな問題です。
　けれども、明るい材料がまったくない
わけではありません。
　AI（人工知能）やIoT（モノのインター
ネット）といったテクノロジーの進歩によっ

て、減少する労働力を機械が補ってくれ
る環境が整備されてきていることです。
　よく「AIが普及すると、人間の仕事が
奪われる」と言われますが、同じようなこ
とは蒸気機関が発明され、生産力が著
しく伸びた18世紀の産業革命のときに
も言われました。
　その後、人間の仕事がなくならなかっ
たのは言うまでもありませんし、まして
や日本は人口がどんどん減っているの
ですから、テクノロジーの活用を積極的
に推し進めるべきだと思います。
　そのために、大塚商会さんのような

ITソリューションプロバイダーにはぜひ
頑張っていただきたいですね。

BP：最後に本誌読者にひと言メッセー
ジをお願いします。
村尾氏：「NEWS ZERO」のキャスター
として12年間、さまざまな方にインタ
ビューしましたが、ノーベル賞受賞者な
どの成功者に通じるのは、「セレンディピ
ティ：Serendipity」（偶然の発見）を大
事にしていることです。
　世紀の発見や発明は、一朝一夕にで
きるものではありません。何千回、何万
回という失敗を繰り返すなかで、たまた
ま見つけ出せるものなのです。

　そこに至るまでの気の遠くなるよう
な努力の積み重ねと、それによって、た
またま巡り合った発見に気付くセンスを
身に着けることが、成功をもたらす力に
なるのです。
　とにかく、いまやっていることを一生
懸命にやること。それが成功への道だ
と思います。

私たちの選択が社会を変える

A党 B党 C党

（政治）
投票用紙

a社 b社 c社

（経済）
日銀券

NEWS ZERO 最後のメッセージ

皆さんが、有権者として投票に行ったり、消費者として環境に優しい
品物を買ったりする。こうした一人ひとりの行動で世の中は変わると信じ、
ニュースをお伝えしてきました。



巻 頭 特 集

Windows 10の導入から運用で
失敗しない方法

Windows 7のサポート終了が迫る中で、
Windows 10への入れ替え案件に対応する
パートナー様も多いのではないだろうか。
Windows 10へ移行されたエンドユーザー様からは、
「PCの動作が速くなった」、「セキュリティ対策に不安がなくなった」

とのご意見をいただく半面、「WaaS（Windows as a Service）の
概念が良くわからない」、「頻繁なアップデートでPCの調子に不安がある」

といった声も多く聞こえてくる。
そこで、今回の特集では、2015年に導入された
Windows 10のWaaSについて、その仕組みを解説すると共に
長期的に安定したPC運用を実現する方法について紹介する。

（2020年1月14日サポートが終了）
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情シス担当者を悩ませる
Windows 10運用の課題

　W i n d o w s 7の延長サポートが
2020年1月に終了する。現実的な
観点でその唯一の移行先になるのが
Windows 10だが、従来のクライアン
ト用のWindows OSとの間には一つ
の大きな違いがある。それは、2015年
のリリースに併せてマイクロソフトが打
ち出したOS製品提供の新概念、WaaS

（Windows as a Service）にほかな
らない。
　「サービスとしてのWindows」と訳
されることも多いWaaSを理解する上で
重要になるポイントは、従来のアップグ
レードと各種更新プログラム提供を一元

化し、インターネットを経由してより短い
サイクルで提供する点にある。
　これまでクライアントPCで運用する
Windows OSは、2、3年に一度のサ
イクルで新しいバージョンがリリースさ
れてきた。それに対しWindows 10で
は、従来のセキュリティ更新プログラム
に加え、従来のバージョンアップに相当
する機能更新プログラムが半年に一度
のサイクルでインターネットを介して提
供される。
　現在、Windows 10ユーザーに
は、「品質更新プログラム」（Qual i ty 
U p d a t e）と「機能更新プログラム」

（Feature Update）という2種類の更
新プログラムが提供されている。品質更
新プログラムは従来のセキュリティパッ

チに相当し、原則として毎月第2水曜日
にリリースされる。もう一つの機能更新
プログラムはWindows 10の機能拡
張を目的とした更新プログラムで、年2
回、3月・9月のリリースが予定されてい
る。それにより、Windows 10は今後も
継続的に進化を続けていくことになる。
Windows 10が最後のWindows OS
と呼ばれる理由もここにある。
　こうしたWaaSの概念は、ITビジネス
の常識だけでなく、エンドユーザー様の
PC運用の常識にも大きな変化をもたら
している。それは大きく二つの面から捉
えることができる。一つが更新プログラ
ムの同時ダウンロードによるトラフィッ
ク渋滞である。WaaSでは、原則とし
て全PCに同じタイミングで更新プロ

● WaaSの二つの更新プログラム
更新内容

品質更新プログラム

機能更新プログラム

配信サイクル 容量

品質向上とセキュリティ修正プログラム 毎月第二水曜日にリリース 1GB程度

Windows 10の機能拡張を行う更新プログラム 年2回リリース（3月・9月） 3GB程度

サイクル

Semi-Annual 
Channel （SAC）

Long-Term Servicing 
Channel （LTSC）

想定する用途 サポート

年2回、3月と9月を目標に
機能更新プログラムをリリース

社内の汎用PCを利用する
広範なユーザーが対象

リリース日より
18カ月間サポート

2～3年ごとに新たな
バージョンをリリース
最新版は2019年リリース

組込み機器やIoT端末等
向けの利用を想定

メインストリーム5年間、
延長ストリーム5年間の
合計10年のサポート期間を予定

※EnterpriseとEducationは30カ月

● 2つのサービス提供モデル

Windows as a Serviceという新概念は
PC運用の新たな課題を生んだ

従来のアップグレードと更新プログラム提供を一元化するWaaS（Windows as a Service）は、ITビジネス
の常識を変えただけでなく、企業の情報システム部門の新たな課題にもつながっている。まずはその運用
上の課題について考えていく。

Check
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グラムが提供される。品質更新プログ
ラムで1GB程度、機能更新プログラム
では数GBになるため、ダウンロードの
ネットワークへの負荷は決して小さく
ない。そしてもう一つが、半年に一度
というサイクルで繰り返されるOS機
能更新に対応した運用検証の手間だ。
　Windows 10の機能更新プログ
ラム適用では、すでにさまざまなトラ
ブルが報告されている。その一例が、
Wi-F iドライバを認識しないというト
ラブルだ。ローカルにファイルを保存
しない運用の場合、それにより全社の
PC機能そのものが停止してしまうだ
けにその影響は深刻である。
　マイクロソフトは機能更新プログ
ラムを先行して提供するWindows 
Insider Programを利用した動作検
証を経て、最新版を全社展開すること
を推奨しているが、管理者の負荷を考
えると半年に一度の更新に確実に対応
していくのはあまり現実的ではない。
こうした状況を受け、マイクロソフトは
WaaSの運用見直しを継続的に行って
いる。その一例が、サポート期間の見
直しである。
　 す で に 紹 介 し た 通 り 、現 在 、
Windows 10は、半期に一度のサイク
ルで機能更新が行われ、各バージョンは

「バージョン1803」「バージョン1809」
など、リリース年月に基づきナンバリン
グし管理されている。各バージョンのサ
ポート期間は、原則としてリリース日か
ら18カ月間。WaaSの恩恵を継続して
受け取るには、サポート期間内に新バー
ジョンへの移行が必要になる。逆に言う
と、半期に一度のアップデートを最大2
回スキップしても最新バージョンへの移
行は可能だ。そのため、これまでは18
カ月間を最長に、機能延長プログラム
の適用延長を行うことができた。だが、
従来のOS移行サイクルを考えると、18
カ月は極めて短い。こうした中、マイク
ロソフトは、2018年9月、大企業向けの
Windows 10 Enterprise、文教向け
のWindows 10 Educationについて
はサポート期間を30カ月間に延長する
ことを発表している。

従来同様の運用を実現
LTSCという選択肢

　Windows 10のよりスムーズな
運 用 を 実 現 する上 で 大 きなカギを
握るのは、最長18カ月（Windows 
10 En te rp r i se、Windows 10 
Educationは30カ月）の機能更新プロ
グラムの適用延長であることは間違い

ないが、実はもう一つ、更新プログラム
の適用を行わないという選択肢もある。
　現在、機能更新プログラムには二つ
の提供モデルが用意されている。一つ
は「Semi-Annual Channel」（SAC：
半期チャネル）で、その名の通り、新
バージョンのリリースサイクルに応じ、
半期に一度更新プログラムが提供さ
れる。これはWindows 10発売時に
設定されていた個人向けのCurrent 
Branch（CB）、企業向けのCurrent 
B ranch fo r Bus iness（CBB）が
2017年に統合されたものになる。
　 も う 一 つ が「 L o n g - T e r m 
Servic ing Channel」（LTSC：長期
サービスチャネル）。これまで「Long 
Term Service Branch」（LTSB）と呼
ばれていた提供モデルに相当し、POS
をはじめとする組み込み機器やIoT端
末など、ミッションクリティカルなシス
テムの利用を前提にしている。
　LTSCのサポート期間は、サポート
はメインストリーム5年、延長ストリー
ム5年の計10年で、期間中は品質更
新プログラムのみが随時提供される。
提供サイクルは、2、3年に一度が予
定され、2018年11月にリリースされ
たWindows 10 Enterprise LTSC 
2019が現時点の最新版になる。

● Windows 10のリリースサイクルとサポート期間
20162015 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023

半
期
チ
ャ
ネ
ル（SAC

）

LTSC

／LTSC

バージョン 1703
バージョン 1709

バージョン 1803
バージョン 1809

Enterprise 2015 LTSB

Enterprise 2016 LTSB

Enterprise LTSC 2019

Enterpriseおよび Education
エディションの延長サポート

メインストリーム
サポート
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過去のWindows OS同様の
運用が可能なLTSC

　ここからは、半期に一度実行され
るWindows 10の機能更新プログ
ラムを回避する方法を二つの視点か
ら考えていきたい。一つは、これから
Windows 10に本格移行しようとする
エンドユーザー様、もう一つはすでに導
入を終えたエンドユーザー様への提案
になる。
　まず考えていきたいのが、これから
PC調達を行うエンドユーザー様への提
案だ。そこでその際に注目したいのが、
前節でも触れた「長期サービスチャネル

（LTSC）」の活用である。組み込み機器
やIoTを前提としたLTSCであれば、機
能更新プログラムが適用されることな
く、最長10年間のサポートが得られる。
そのため、Windows XP、Windows 

7といった従来のWindows OS同様の
運用が可能になることがその理由だ。
　では、組み込み機器、IoT機器を対象
にしたLTSCで提供されるOSを通常の
PCで運用することに弊害はないのだ
ろうか。実は、SACとLTSCを比較する
と、両者にはマイクロソフト純正ブラウ
ザであるMicrosoft Edgeが未搭載と
いう程度の違いしかない。Chromeや
Firefoxなど、ビジネスシーンでの利用
が一般化するWebブラウザを利用する
ことで、SACで提供されるOSと変わら
ぬ運用が行える。
　ただしL T S Cが選択できるのは、
Windows 10 Enterpriseに限られ
る。そこで注目したいのが、国内PC
メーカーが法人向けにOEM提供する
Windows 10 Enterpriseプリインス
トールPCである。この場合、LTSCを選
択するだけで即座にインストールが開

始される。
　Windows 10 Enterpriseプリイン
ストールPCは機種に制約があるのが
実情だ。そのためWindows 10 Pro
プリインストールPCしか選択肢がな
いというケースも十分に考えられる。
こうした場合は、別途Windows 10 
Enterpriseライセンスを手配すること
で、LTSCのインストールが可能になる。
OS調達コストが上乗せされるというデ
メリットはあるが、この場合もプロダク
トキーを変更するだけで即座にインス
トールが行える。
　なお、Windows 10 Enterpriseに
移行できるのは、Windows 10 Proプ
リインストールPCのみで、Windows 
10 Homeは移行できないという点に
は注意が必要だろう。もちろんOS非搭
載PCを調達するという選択肢もある
が、機種選択肢の制約とゼロからOSを

● LTSCの導入手順

Windows 10 Enterprise
プリインストールPCを調達

Windows 10 Enterprise
LTSCをインストール

Windows 10 Pro
プリインストールPCを調達

Windows 10 Enterprise
LTSCをインストール

Windows 10 Enterpriseライセンスを手配

Windows 10 Pro
プリインストールPCを調達

Windows 10 Enterprise 
LTSCをインストール

Microsoft 365 Enterprise を契約

対応策はLTSCと更新制御の二つ
運用段階や企業規模に応じて考えたい

Windows 10のスムーズな運用では、機能更新プログラムの適用延長が大きな意味を持つ。ここからは、
これからWindows 10へのアップデートを行う場合とWindows 10移行後の対応という二つの観点から
その対策を考えていきたい。

Check
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インストールする手間を考えると、現実
的な選択肢とは言えないはずだ。

プログラム更新の延長で
アップデートの不安を回避する

　 次 に 検 討 し た い の が 、す で に
Windows 10への移行を終えたエン
ドユーザー様の対応だ。もちろんこの
場合も、LTSCの採用が選択肢の一つ
になることは間違いない。だがその運
用はWindows 10 Enterpriseへの移
行が前提になる。現時点では、大部分
のエンドユーザー様はWindows 10 
Proを選択したはずだ。OS移行から間
もない今、再び移行する提案は、あまり
現実的ではないだろう。
　次善策となるのが、機能更新プログ
ラムの適用延長という観点からの提
案だ。すでに触れた通り、Windows 
1 0では半 期に一 度 新バ ージョンが
提供される。各バージョンはリリース
後、原則として18カ月間（Windows 
10 En te rp r i seとWindows 10 
Educat ionは30カ月間）サポートが
提供される。そのため2回（Windows 

10 En te rp r i seとWindows 10 
Educat ionは4回）までであれば、機
能更新プログラムの適用を回避しても
新バージョンへの更新をスムーズに行
うことができる。Windows 10では、
Windows Pro以上のバージョンであ
れば、更新適用の延長が可能だ。
　次に更新適用の延長の具体的な手順
を見ていこう。その方法はWindows 
U p d a t eと「ローカルグループポリ
シー」による二つの方法がある。ここで
はWindows Updateによる手順を
Windows Proを例に紹介しよう。
　手順としてはまず、スタート、設定

（歯車アイコン）の順にクリックし、［更
新とセキュリティ］画面を開く。次に

［Windows Update］→［詳細オプ
ション］を選択。詳細オプション画面が
開いたら、ここで更新プログラムのイ
ンストール時期を設定する。「機能更
新プログラムをいつインストールする
か決定するためのブランチ準備レベル
を選択してください」という設定項目で

「半期チャネル」を選択し、「機能更新
プログラムには新しい機能と強化内容
が含まれています。延長可能な日数は

次のとおりです」という設定
項目で延長日数を設定する。
365日という設定可能な最
大日数を選択することで、機
能更新プログラムの適用を
スキップすることが可能だ。
　 こ の ほ か 、A c t i v e 
D i r e c t o r yによってポリ
シー設定を管理者が一元的
に管理することも可能。い
ずれにせよ、機能更新プロ
グ ラム 適 用 を 一 定 期 間 延
長できるものの、L T S Cの
ように更新自体を停止する
ものではない点に注意した

い。なお、Windows Updateやポリ
シー設定によって設定可能な延長日
数は、リリース日から数えた日数にな
る。設定日数を経過すると自動的にプ
ログラム更新を開始する。
　次に注目したいのが、Windows 
10アップデートによるトラブルを最
小化するという観点だ。復元ポイン
トの 設 定 が 具 体 的 な 対 策 に な る 。
Windows 10には、定期的に自動で
復元ポイントを作成する機能が備わっ
ている。この機能を有効にすることで、
仮にトラブルが生じてもOSが起動す
る限り、アップデート以前の状態に戻
すことが可能になる。
　設定手順は以下の通り。スタートを
クリックし「Windowsシステムツール」
→「コントロールパネル」→「システムと
セキュリティ」→「システム」→「システム
の保護」の順に進み、「システムのプロ
パティ」を表示する。ここで「システムの
保護タブ」→「構成」の順にクリックする
と、「システムの保護対象」画面が開く。
ここで「システムの保護を有効にする」
を選択し、「OK」をクリックすることで設
定が有効になる。

● 機能更新プログラムのインストール延期画面

詳細オプションで設定可能な延期日数を選択する（Windows 10 バージョン18..の場合）
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　なおトラブルが生じた際は、「コント
ロールパネル」→「システムとセキュリ
ティ」→「システムの保護」の順に進み、

「システムの復元」をクリックすること
で以前の状態に戻すことができる。
　Windows 10の機能更新プログラ
ムのアップデートでは、業務アプリケー
ションや各種ソフトウェアの不具合だけ
でなく、これまでスムーズに利用してき
た周辺機器を認識しなくなるなど、多様
なトラブルが報告されている。それらの
トラブルがPCを利用した業務の全面的
な停止につながることも十分に考えら
れる。こうしたトラブルを最小化する上
で、復元ポイント設定に関する情報提供
は一定の意味を持つはずだ。

更新プログラム適用を
WSUSで自在にコントロール

　ここで一度、Windows 10 Proの運
用における機能アップデートプログラ
ムへの対応を整理しておこう。一つは、
更新適用の延長。もう一つは復元ポイ
ント設定による弊害の最小化になる。こ

れらの対策は、個別PCレベルの対応が
必要になるため、本質的な対策にはな
りにくいのが実情だ。
　そこで次に注目したいのが、ローカルに
設置するマイクロソフト製品アップデート
専用サーバーであるWindows Server 
Update Services（WSUS）である。
　Windows 10搭載PCは、原則とし
てインターネット上のマイクロソフト
アップデートサーバーから更新プログ
ラムをダウンロードする。それに対し
WSUSは、一旦オンプレミスサーバー
に更新プログラムを保存した上、社内
のWindows 10搭載PCに配信する。
　その効果は大きく二つ。一つは更新
プログラムを同時にダウンロードする
ことによるトラフィック渋滞が回避でき
る点だ。Windows 10の更新プログラ
ムは、品質更新プログラムでも1GB前
後の容量が一般的だ。そのため配信に
伴うトラフィック渋滞に苦慮するエンド
ユーザー様も少なくないが、更新プロ
グラムをサーバーで一元的に受け取る
WSUSにより、トラフィック負荷を大幅
に軽減することが可能になる。

　もう一 つ の 効 果 が 、
サーバーにダウンロー
ドされた更新プログラ
ムのクライアントP Cへ
の適用がコントロール
できるようになる点だ。
WSUSには配信された
更新プログラムの承認
機能が備わる。この機能
を利用することで、適用
バージョンの厳密なコン
トロールが可能になるこ
とがその理由だ。ちなみ
にWindows Update
による更新延長と異な
り、永続的に更新を適用

しないという選択も可能である。
　Windows Server 2008以降の各
エディションがWSUS導入用件で、ハー
ドウェアに求められる空き容量も2GB
程度になるため、導入ハードルは比較
的低い。ただしその運用は、Act i ve 
D i rec to r y構築が前提になるため、
Act ive Di rectory未構築のエンド
ユーザー様に対しては、その構築まで
も 含 め た 導 入 提 案 が 求 めら れる 。
Windows 10運用の効率化という課
題に伴う商機の一つとしてぜひ注目し
たいところだ。

● システムの復元の有効化手順

「システムのプロパティ」「システムの保護対象」の順に進み、システム保護を有効にする

● WSUSの運用イメージ

Internet

PC

WSUS
サーバー

Windows
Updateサーバー

PC
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徹底検証!!
| 第 | 2 | 特 | 集 |

Office 2019 vs. Office 365
昨年リリースされたOffice 2019は、さまざまな新機能が追加された最新のオフィスソフトという印象がある。
Office 2010のサポート終了にともない、移行先として検討中のエンドユーザー様も多いのではないか。
ところが、実はOffice 2019より新しい製品が存在するとしたら、パートナー様としてはそちらをおすすめ
すべきではないだろうか。そこでOffice 2019とOffice 365を比較し、その違いを紹介したい。

第2特集　徹底検証!!　Office 2019 vs. Office 365
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Office 2019とOffice 365
その違いはどこにある？ 　

　Microsoft Off iceの最新の永続
ライセンス版であるOf f i ce 2019
が、昨年秋リリースされた。セールス
は法人向けボリュームライセンスから
スタートし、今年1月からはコンシュー
マ製品の販売も開始。その話題を耳に
する機会も増えている。
　新バージョンでは、Word、Excel、
P o w e r P o i n tに対応した自動翻訳
機能などが新たに搭載され、その機
能は確実に進化している。ちなみに、
マイクロソフトが開発し、クラウドで
提供する翻訳エンジン、Microsof t 
Translatorによる自動翻訳機能は、
ドキュメントのレイアウトに対応した形
で、かなりの高精度でテキストを翻訳
することが可能。外国語のビジネス文
書、技術資料などに触れる機会が多い
エンドユーザー様にとり、有意なツー
ルになるはずだ。
　ところで、この自動翻訳機能や、ド
キュメントに図形や文字を手書きで自
由に書き込むことを可能にするINK機
能など、今回Office 2019に搭載さ

れた新機能の多くは、すでにOff ice 
365で提供されている。そこで浮上す
るのが、Office 2019とOffice 365
には機能上の違いがあるのか、という
素朴な疑問だ。Off iceライセンスの
移行やその追加を検討しているエンド
ユーザー様の多くも、同じような疑問
を持っているに違いない。まず、その
答えを明らかにしておこう。この2つに
は明確な違いがある。
　しばらく前まで、Of f i c e 365は
提供するOff iceソフトを起動すると、

「Excel 2013」「Word 2016」など
の西暦ナンバリングによるバージョ
ン表示がポップアップされた。しか
し現在この表示は、「Exce l Of f i ce 
365」「Word Of f i ce 365」という
ナンバリングを含まない形に改めら
れている。その背後には、「常に最新
版Off iceを提供する」というOff ice 
365の基本的なコンセプトがある。
　Office 365は原則として毎月、機
能やセキュリティの更新プログラム提
供が行われている。それらはリリース
年月に基づく「1808」「1901」という
バージョン番号と、その下位区分であ

るビルド番号によって管理されてい
る。そのため、Office 2019と2019
年3月時点のOffice 365は、最初か
ら別のバージョンになっているのだ。
　Office 2019を選んだ場合、機能
やセキュリティプログラムの更新はな
い。また、ネット環境が必要な機能な
どについてもOff ice 2019には、搭
載が見送られている。永続ライセンス
としてのOff ice 2019とサブスクリ
プションとしてのOffice 365の最大
の違いもここにある。
　ただしWindows 10同様、頻繁
な機能更新は特にExce lマクロを多
用するエンドユーザー様にとり不安材
料になる。そのためOffice 365の場
合、最新機能を検証した上で、年2回、
1月と7月に新機能を提供する半期
チャネルという更新モデルが採用され
ている。

インストール台数など
利用条件の違いに注目 　

　では、新たにOfficeソフトを導入す
る場合、どちらを選ぶべきなのだろう
か。まず双方のコストを比較してみよ

●Office 365 に含まれるOffice の更新モデル

半期チャネル

半期チャネル（対象指定）

月次チャネル

3月 7月 9月 1月 3月 7月 9月 1月
更新プログラム 機能の更新プログラム セキュリティの更新プログラム

を入手できます
セキュリティ以外の
更新プログラム

毎月 毎月

6ヶ月ごとに、1月と7月 毎月 毎月

6ヶ月ごとに、3月と9月 毎月 毎月

月次チャネル

半期チャネル

半期チャネル
（対象指定）

毎月
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う。Office 365プランは多様だ。今
回は、Word、Excel、PowerPoint、
Out look、OneNote、Access、
Pub l i she rの各アプリケーション及
びOneDr i veオンラインストレージ

（1T B）が月額900円で利用できる
Office 365 Businessを例に考え
てみよう。中小企業を想定した法人向
けプランである同プランを、Of f i ce 
2019のメインストリームサポート期
間である5年間利用した場合、総額は
54,000円になる。
　一方、同等の機能を備えるOff ice 
Professional 2019の実勢価格は
60,000円前後。双方を比べると、イ
ニシャルコストを必要とせず、毎月の
経費として利用コストを処理できる
Office 365の方が割安になる。
　だが、AccessやPubl isherまで

求めるエンドユーザー様ばかりでは
ない。そこで次にW o r d、E x c e l、
PowerPoint、Out lookが使える
Office 2019 Home & Business 
2019と比較してみよう。その実勢価
格は38,000円弱で、単純にコストを
比較した場合、今度はOffice 2019
の方が割安になる。
　 次に注 目した い の が 、双 方 の 利
用条件の違いだ。Of f i ce 2019で
は、従来の永続ライセンス同様、2台
までのインストー ル が 認められる。
それに対し、Of f i ce 365のインス
トール台数はWindows PCまたは
Mac5台、タブレット5台 （iPad )、
Androidタブレット含むスマートフォ
ン5台の合計15台まで可能。オフィ
スP Cと持ち出しP Cの2台持ちが一
般化する中、テレワークや在宅勤務へ

の対応まで想定するなら、最大2台と
いうインストール台数は、少なからぬ
エンドユーザー様にとり大きな制約に
なるはずだ。
　Office 2019には、注目したいポイ
ントがもう一つある。それはサポート
期間だ。これまでMicrosoft Office
は、5年間のメインストリームサポート
と5年間の延長サポート、合計10年の
サポートが提供されてきた。Of f i ce 
2019ではその見直しが行われ、メイ
ンストリームサポート5年、延長サポー
ト2年の合計7年に変更された。
　Off iceライセンスは、3～5年サイ
クルで行うハードウェア入れ替え後も
継続して利用することが一般的だ。そ
のため、10年のサポート期間をフルに
使い続けるというエンドユーザー様も
少なくない。それだけに、サポート期
間の変更はぜひともお伝えすべき情
報の一つになるだろう。
　なお、2015年リリースのOf f i ce 
2016の延長サポートは2025年10
月に終了する。Of f i ce 2019のサ
ポートライフサイクルはまだ正式発表
されていないが、2018年秋の出荷
開始を考えると、2025年後半にはサ
ポートが終了する公算だ。つまり、2世
代の永続ライセンス版Off iceが同時
期にサポートを終了することになる。
これが偶然の一致と言えるのかどう
か、判断する材料は現時点ではそう多
くない。ただし、Microsoft Off ice

●Office 365 ProPlus の更新モデル

インストール台数

使用期限

バージョンと機能更新

対応ＯＳ

最大2台

無期限。サポートは2025年後半までの7年間

バージョンは固定。機能更新はない

Windows 10のみ

Office 2019 Office 365

Windows PCまたはMac5台、タブレット5台 (iPad)、スマートフォン5台の合計15台

契約期間内

常に最新版を提供。月次チャネルで新機能を提供

Windows 10・Windows 8.1・Windows 7 SP1・macOSの最新バージョン

●Office 2019とOffice 365のコスト比較

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

80,000

Office365 Business(月額900円）
1年目 2年目 3年目 4年目 5年目 6年目 7年目

Office 2019 Home & Business 2019 Office Professional 2019
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のサブスクリプションへの完全移行と
いう、以前から囁かれてきた推測を補
強する要素の一つであることは間違い
ない。

利益確保という観点でも
Office 365の利点は大きい 　

　ではOfficeライセンスを更新・新
規契約しようとするエンドユーザー
様に対し、どちらを推奨すべきなの
か。総合的に考えると、よほどの事
情がない限り、その答えはOf f i ce 
365になる。
　働き方改革の基盤としての有意性
と共に注目したいのが、ライセンス
管理の効率化という観点だ。すでに
触れた通り、永続ライセンス版を購
入した場合、デバイス入替後も利用
し続けることが一般的だ。
　その場合、プロダクトキーの保管
などライセンス管理の煩雑さがイン
ストール台数制限をはじめとするラ
イセンシーに反した運用につながる
ケースも少なくない。ユーザーに紐
づけられたサブスクリプションライ

センスは、これらの課題を解決し、ス
ムーズな管理を実現する上で大きな
意味を持つ。
　また、パートナー様の利益確保と
いう観点もぜひ注目したい。確かに、
永続ライセンス版の販売は、当月の
売上向上に貢献する。ただしすでに
見た通り、7年というスパンで比較す
ると、Off ice 365の方が確実に売
上額は大きくなる。さらに、もう一歩
進んで注目したいのが、永続ライセ
ンス版はOff ice 2019が最終版に
なる可能性が高いという点だ。今後、
Office 365への移行は確実に進む
はずだ。こうした中、いち早くサブス
クリプション契約を結び、その囲い込
みを行うことの意義は決して小さく
ない。
　最後にOf f i ce 365法人向けプ
ランを整理しておきたい。Of f i c e 
365の中小企業向けプランには、す
べてのOfficeアプリケーションが利
用できるOffice 365 Business、
Of f i ceアプリケーションに加えて、
Exchange、SharePointなどのク

ラウドサービスが提供されるOffice 
365 Business Premium、クラウ
ドサービスのみ利用できるOf f i ce 
365 Business Essentialsの3プ
ランがある。
　大企業向けオプションとして、す
でに紹介したアプリケーションのス
ムーズな運用を可能にするOf f i ce 
365 ProPlus、Officeアプリケー
ション以外の機能のみ利用できる
Off ice 365 Enterpr i se E1、
Off ice 365 ProPlusとOff ice 
365 Enterprise E1の全機能に加
え、セキュリティとコンプライアンス
のツールが利用できるOffice 365 
Enterprise E3、さらにその上位版
としてセキュリティと分析、音声通信
に関するより高度な機能が利用でき
るOffice 365 Enterprise E5の
各プランが用意されている。
　BP事業部が提供するサブスクリ
プションプラットフォーム「くらうどー
る」を活用し、エンドユーザー様の規
模や課題、ニーズに応じ、最適なプ
ランを提案したいところだ。

●Office 365のプラン

中小企業向け 大企業向け

Office 365
Business

Office 365
Business 
Premium

Office 365
Business 
Essentials

Office 365
ProPlus

Office 365
Enterprise E3

Office 365
Enterprise E5

900円 1360円 540円 1300円 2170円 3810円

プラン

月額利用料

含まれる
Office
アプリ
ケーション

含まれる
サービス

Office 365
Enterprise E1

870円
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　遠隔地のデータセンターが複雑な処理
を代行するクラウドコンピューティングは、
デバイスの能力を問わず、高度な処理を
従来は考えられないほど迅速に行うことを
可能にした。スマートフォンをインターフェ
イスにする、SiriやGoogleアシスタントと
いったAIアシスタント機能はその一例だ。
　クラウドのメリットはそれだけではない。
時や場所を問わない情報共有の容易さ、
目的に応じたスケールアウトの柔軟性、管
理の容易さなど、さまざまな恩恵を提供し
ている。だが、一方でクラウドにはある大
きな課題が存在し続ける。サーバーとの
距離やネットワークの複数の結節点を経
由することに伴う通信遅延である。
　確かに、通信テクノロジーは日進月歩で
進化してきた。だが、通信高速化による利便
性向上がクラウドの新たな需要につながり、
一向に通信遅延を解消するめどが立たない
のが実情である。クラウドに基盤を置く新た
なソリューション開発においても、通信を巡
る課題は大きな障害であり続けている。例
えば自動運転では、交通状況に関する最新
状況を常に各車両が共有することが不可欠
だ。通信遅延は、場合によっては事故にも
つながりかねない。こうした課題の解決策と
して浮上したのが、ユーザーの近くにサー
バーを分散することで、通信遅延やサー
バー、ネットワーク機器への負荷増大を回避
するエッジコンピューティングである。ちな
みにこの名称は、ネットワークの周縁部（エッ

ジ）にサーバーを配置することに由来する。
　エッジコンピューティングという言葉は
今日、多様な意味合いで使われている。
その一つが、コンテンツデリバリーネット
ワーク（CDN）というデータ配信の仕組み
に関連した用法だ。
　ウェブコンテンツ配信を目的としたネット
ワークであるCDNの特長は、複数のキャッ
シュサーバーを分散して配置する点にあ
る。その仕組み自体は1990年代からあり、
利用者が最寄りのサーバーを利用すること
で、ネットワークの遅延が回避できる点が
その最大のメリット。具体的には、インター
ネットサービスプロパイダー（ISP）の設備
内に専用キャッシュサーバーを収容する方
法をとることが一般的で、すでにグーグル
やNetflixなどのコンテンツ配信事業者が
ISPとの連携を進めていると言われる。ま
た、CDNの仕組みをグローバル企業に提
供するアカマイ・テクノロジーズは、B to B
を前提にすることから“知られざるインター
ネットの巨人”とも称されている。
　しかし、エッジコンピューティングが意
味するのはそれだけではない。CDNはま
さにインターネットの“エッジ”にサーバー
を配置する。だが、“ユーザーの近くに”と
いう観点ではそれとはまったく異なる可
能性が見えてくる。
　分かりやすい例が、V Rグラスなどの
ウェアラブルデバイスをインターフェイス
にするソリューションだ。

　生産性向上や品質管理の観点から、工
場などの作業現場におけるIT化は大きな
課題であり続けている。デスクワークと異
なり、立ち仕事で両手が塞がることも多い
だけに、その普及には難しい面も多い。し
かし、VRグラスとエッジコンピューティン
グを組み合わせることで、視野の一角にマ
ニュアルを表示するなど、両手が塞がれた
状態でも多様なIT活用が可能になる。
　また“モノのインターネット”（IoT）でも、
エッジコンピューティングは大きな役割を果
たす。最先端の工場では無数のセンサや測
定器が稼働し、そのデータを迅速に処理し、
生産装置にフィードバックすることが求めら
れている。通信遅延は製造ラインの混乱に
もつながりかねないだけに、まずはセンサ
や測定器に近い場所でリアルタイムの処理
を行い、必要なデータだけを遠隔地のサー
バーにアップロードすることは大きな意味を
持つ。ビジネスへの貢献という観点では、ク
ライアントサーバシステムが普及したオフィ
スよりむしろ、工場や倉庫などIT化が遅れる
分野においてエッジコンピューティングは大
きな役割を果たすことだろう。

エッジコンピューティング
【edge computing】

クラウドコンピューティングの課題を補完する“エッジコンピューティング”を一口に言うと、ユーザーのより近くに
サーバーを配置するネットワーク技法。新たなバズワードに浮上したこの言葉は、とらえ方次第でいくつかの異なる
意味を持ち合わせている。

最新ITキーワード
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